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司会（松浦） 私はこのコースで担当教

員をしておりますNPO地方行政コース、経

済学研究科所属の松浦さと子です。「協働時

代の政策提言―NPOのアドボカシーは今」

ということで、各方面でご活躍の最前線の

先生方ばかりにお揃いいただきました。

アドボカシーという言葉を聞き慣れない

という方も多いかと思います。1998年、特

定非営利活動促進法という法律がスタート

してこの方面の活動が始まったわけですが、

NPOで活躍なさっている方々の中でも、複

雑でわかりにくい言葉の一つとしてアドボ

カシーという言葉が上げられています。今、

現実に活動の中で理解されているアドボカ

シーは「呼びかけ」「啓発」という言葉に置

き換えられたり、もう少し進化した形で活

動の現場から編み出された、さまざまなア

イディアを政策に収斂させていくというこ

とで「政策提言」という言葉に翻訳された

りしています。

NPOが地域活動の実験をする、マネジメ

ントをしっかりやる。プロ並の技術水準で

地域社会に社会サービスを提供していくこ

とがあたりまえに論じられ、企業や行政と

協働、パートナーシップを結び、一緒に仕

事をしていくようになった中で、NPOの本

質として自分たちの理念に基づく発言をど

うしていくかということが、昨今、少し、

ないがしろにされがちなのではないかとい

う危惧を抱いております。NPOに求められ

ているのはミッション、理念に基づいた実

践と発言のスキル、もちろん実践はしない

といけない、実践に基づく発言もできない

といけないということで、実践の部分はも

ちろんとして、その前提のもとに、NPOか

らどのようなデータを出していくかも含め

て、本日はアドボカシーについて論じ合っ

ていただきたいと思います。

講師の方をご紹介したいと思います。丹

羽雅雄さんは日本弁護士連合会人権擁護委

員会国際人権部会長で、定住外国人の人権

擁護に大変ご活躍で、裁判もたくさん担当

しておられます。ご著書に『知っています

か、外国人労働者とその家族の人権一問一

答』（解放出版社）がございます。

深尾昌峰さんはNPO活動の実践の現場で

京都ではどこでもお顔を拝見することがで

きます。阪神・淡路大震災の時にNPO・

NGO活動を支援する中間支援組織の必要性

を認識され、京都NPOセンターの設立と同

時に事務局長に就任され、その活動の最前

線でNPO活動全体を引っ張るお役をされて

います。

大阪市立大学大学院創造都市研究科長の

柏木宏先生は、アメリカのNPO活動を日本

に紹介する活動をされてきました元日本太

平洋資料ネットワーク理事長の経歴をおも

ちです。

最後に龍谷大学大学院NPO地方行政コー

スを代表して引っ張っていってくれていま

す富野暉一郎教授です。私のスーパーバイ

ザーにもなりましょうか、元逗子市長で、

市長経験者の故に、市民活動経験者の故に

特別な視点から研究実践、活動に携わって
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います。

お一人お一人がシンポジウムや講演でお

忙しい中をお出でいただきましたこと、大

変光栄に思います。今、NPOの現場ではア

ドボカシーはどのように認識されているか

という面からお話していただこうというこ

とで、深尾昌峰さんからお願いいたします。

京都NPOセンターの活動から

深尾 皆さん、こんにちは。京都NPOセ

ンターの深尾昌峰（まさたか）です。私ど

も京都NPOセンターは京都のNPOの支援

というとおこがましいと思っていまして、

応援くらいの感じで、京都を中心とする市

民活動をしておられる方々と一緒に活動を

つくったり、また、その活動がより活発に

なるための応援を日常的な仕事にさせてい

ただいています。今、現場で一緒に走りな

がら感じるアドボカシー、政策提言につい

て、私なりの経験にもとづきお話させてい

ただき、その後、諸先生方に理念的、体系

的に位置づけていただきたいと思っており

ます。

私の実感として、NPOの重要な機能の一

つにアドボカシーがあると思っています。

ただ重要だという認識と、実際の活動現場

での実効性、実現性はどうかを考えれば、

ずれを大きく感じています。市民活動や

NPO・NGOの活動は社会矛盾や社会課題

から始まっていることは紛れもない事実で

す。目の前に矛盾があったり、目の前に困

っている問題があったり、目の前の問題を

解決するために自分たちに何ができるかを

必死に問いかけながら、かつお金がない状

況のもとで必死に資金をつくりながら、皆

がある意味、泣きながら楽しむという、そ

ういう意味では特異な世界ではあるんです

が、課題解決に向けて努力をしています。

ただ、そういうと語弊がありますが、私が

今、現場で感じているのは、日本のNPOの

現状は目の前の対症療法的な活動に止まっ

ているのではないかということです。

京都でも外国人の方がたくさんおられま

す。伏見区などは多いわけです。その方々

に対して医療支援をしている、言葉をしゃ

べれない方に対する医療通訳を派遣してい

る団体もありますが、そういうところを近

くでかかわりながら見てきました。実際に

いろんなことをやってきました。目の前の

困っている方、病気になって病院に行けな

い方が仮に不法入国の方であったりすると、

病院に行かずにお亡くなりになったりする

こともあるわけです。それを人道的な観点、

市民的な観点で、お医者さんを見つけて通

訳を入れて、どこが痛いということを伝え

てあげる活動を展開していくわけです。た

だそこから先、そういう問題をどうしたら

もう少し大きな社会の仕組みとして解決で

きるかというところまで現実的に手が回ら

ない実態があるなと感じています。

そういう大きな課題を背負っている

NPO・NGOはたくさんあるんです。実は

社会全体で考えていかなければいけない課

題なんですが、ややもすると、そこで押し

潰されてしまう。というのは、その課題が

あまりに大きくて、一つのNPO・NGOが

背負う力だけでは足りない。もっといろん

なところが連携しながら社会を動かしてい

かないといけないんだけれども、そこに現

場のパワーが割けない。結果として、やっ

ている人たちが潰されていっています。潰

れていってしまう現場をたくさん見てきま

した。
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そういう時、こうした問題をどう社会問

題化させるか。もう少し社会の仕組みを変

えていかないといけないということに皆が

気づいてはいても、しかし、なかなか行動

までにはいたらない。気づきながら行動が

とれない原因はいろんなことが考えられる

と思いますが、市民活動サイドに政策化す

るための道具立てや知恵が蓄積されていな

い現状があるなと思っています。行政に言

ってもなかなか変わらない。そういうジレ

ンマの中で、若干悲観的ですが、「現場の活

動からアドボカシーへ」というところが、

今の私たちの周りを見ても存在していない。

調査研究事業は一杯あります。かつ大学で

学んでいる方もたくさんいます。しかし、

そこから仮説を立てながら、具体的な社会

の仕組みにしていくというアプローチが若

干弱いような気がします。そこはいろんな

意味での余裕のなさなのかなという感じも

いたします。

政策提言、アドボカシーというものは、

NPO・NGOの一つの役割でもあろうと思

いますが、私は権利だと思っています。

NPO・NGOが目の前の課題に対していろ

んな取り組みをして、そこから見えてくる

ことを政策化していく、いろんな形で社会

に対して提言していくことは権利だと思っ

ています。環境系のNPOの人たちの政策提

言のあり方を見ていますと、地球温暖化防

止京都会議の時も、京都に本拠をおくNGO

は市民に対して細かい専門的なデータ、高

度な情報をわかりやすく伝えるという役割

を果たしました。それによって多くの人た

ちが巻き込まれていく。京都の町の中には

そうした実感を持っている市民の人たちは

たくさんいると思います。それはいろんな

関係機関の人たちが、わかりやすく市民に

伝えて、かかわりやすくして、問題をいろ

んな人に認識してもらって意識を高めてい

った。これも一つのアドボカシーの形だと

思うんですね。

逆も当然あると思います。生活の中で出て

きた課題を体系的にまとめて提言していく。

ある意味、双方のコミュニケーションデザイ

ンと言いますか、そういう役割をNPOや

NGOは果たしています。現場にいて、それ

をきちんと社会的な広がりの中でつくって

いく必要性を感じます。京都NPOセンター

も政策提言を一つの柱にしていますが、な

かなかそこまで大きなものはできていない。

ただ日々思っていることは、政策提言のた

めのプラットホームをつくっていく必要性

を、現実に私自身も感じています。

最近、そういう意味では少しずつ変わっ

てきているなと思うのは、地方議会の議員

さんから私たちのところへアプローチして

くることが多い。いわゆる政務調査費とい

うブラックボックスになっているお金を有

効活用して、立法作業にNPOやNGOの人

たちにかかわってもらおうという思いを持

った新しいタイプの議員が出始めてきてい

ます。たとえば環境政策をつくる時、「自分

はよくわからないから」と率直に認めなが

ら一緒に勉強していくために、今、話題に

なっている仮想例でいくと、「路面電車を復

活するにはどうしたらいいか。環境のこと

を考えているNGOの人たちに委託をした

い」と言ってくる議員も増えてきています。

それを活用しながら、うまく使えるように

制度を変えたという話も聞いています。そ

ういううごきは、これから社会を変えてい

く一つの大きな流れとして重要なのかなと

思っています。
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市民発・生活者発の政策提言に向けて

私たちの現場の感覚から言うと、多くの

人たちを巻き込みながら政策提言をしてい

かないと次のステージでの実効性、社会的

なコンセンサスは得にくいなというのは実

感としてもっています。そういう中で対話

のテーブルをどうつくるか。政策をどう積

み上げていくかということが大きな課題だ

と思っています。

私がいま注目しているのはメディアの問

題です。今までメディアの中でもマスメデ

ィアの問題は大きく論じられてきましたが、

最近はコミュニティ・メディア、地域のメ

ディア、市民メディアという言葉が台頭し

てきて、全国で取り組みが始められていま

す。市民がメディアを持つことで、今まで

マスメディアに任していたことを、告発も

含めて社会課題を「自分たちはこんなこと

に困っている」「こんな楽しいことをやって

いるんだ」と表現し出している。京都でも

ラジオ局ができました。京都では「日刊紙

をつくれればいいね」という動きもチラホ

ラ出てきています。

市民がメディアを持ち、地域の情報を還

流させる中で、市民にいろんな問題意識を

持ってもらい、それを政策提言につなげて

いく。今までの政策提言は議会を通して役

所の政策、公共政策を行うというのが大部

分でしたが、そうではなく、市民が市民に

対して政策提言する時代が到来する、また

到来させたいと思っています。それによっ

て市民が、自分たちの権利と覚悟を背負い

ながら、市民が自分たちで政策を練り上げ、

実行していく、そういう社会の仕組みにし

ていきたいと思っています。

そうでなければ、行政に「政策提言をし

ましょう」と言うばかりでは今までの構造

と何ら変わらない形になる。それはそれで

一定必要ですが、そこさえも疑いながら、

我々が市民社会を構築していく中で、行政

のあり方、市民のあり方、市民社会のあり

方を見通した中で、今日の協働時代という

部分を読み取っていくことができるのでは

ないか。誰のための社会か、誰のための政

策提言なのか、誰がそれに対して取り組む

のか。それはすべて主人公は市民ではない

かと思います。そういうことがどんどん行

われる社会をつくっていきたいと思ってい

ます。

今まで長年、市民運動を積み上げてこら

れた方も、事業構想として提案してきてお

られます。ここに冊子をもってきましたが、

これは京都で市民共同発電所に取り組んで

おられる方がまとめられたものです。面白

い冊子です。もともと原子力反対運動に取

り組んでいたおばちゃんたちが、ただ原子

力反対、反対と言っていても世の中変わら

ない。そうした運動はこれまでも一定役割

を果たしてきた。しかし、チェルノブイリ

の事故が起こった時、ゾッとしたけれど自

分たちで何もできなかった。そこで生活の

スタイル、エネルギー政策のあり方を考え

たいと、政策提言というおこがましいこと

はあまり考えず、自分たちでやれることは

何かを考えた。市民が市民で共同発電所を

つくることによって、遠い将来、原子力が

なくなればいいなという夢とロマンを持っ

て皆が取り組んでいるわけです。その中で

いろんな活動のスタイル、思いを広くつく

っていく。

北海道からスタートした市民共同発電は

調べただけでも50くらい全国へ広がりを見

せ始めています。50個の市民の発電所がで
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き始めてきている。京都でも今、７基の市

民共同発電所が稼働しています。そういう

ことを市民が取り組んでいくことによって、

少しずつボディブローのように社会に効い

ていき、かつ市民が手作りでつくって、か

かわっていく人たちを多く増やしていくと

いう流れができつつあるという思いがあり

ます。そういう動きを通して、政策提言や

事業提言のあり方や公共政策、町の政策、

取り決めにつながっていくことが、今、着

実に、かつ元気よく歩んでいる市民活動の

延長線上にできればいいなと思いますし、

現実にそういう萌芽は見られてきているの

ではないかと思います。

若干、冒頭、悲観的なことを言いまして

「NPOは政策提言ができていない」と聞こえ

たかもしれませんが、実はそうではありま

せん。NPOは一定の役割を行政の仕組みの

中や市民社会の中でも担っています。大き

な役割を果たしています。たとえばドメス

ティック・バイオレンスの問題、犯罪被害

者の問題、犯罪加害者の問題への取り組み

を含めて、いろんな取り組みが行われてき

ているのも事実です。そういう取り組みは

すべて市民発、生活者発なんですね。本来

的には政策提言というより、自分たち生活

者としての課題を社会にどんどん明らかに

していく、それ自体が政策提言だと思いま

す。そういう意味からいけば、NPO活動そ

のものが一つの政策提言であり、社会に対

して、一つのオルタナティブの形を示して

いる姿だと私は理解しています。日本の現

状ではまだまだかかわる人も少なく、セク

ターとしての成熟度は足りませんが、現場

の人たちも必死になって考え、努力してい

ることをお伝えできればと思います。

司会 ありがとうございました。実際に

メディアを実践、活用されているのは深尾

さんご自身でして、日曜日の午前中「ハッ

ピーNPO」という番組をレギュラーで持っ

て、京都市内で活躍するNPOを紹介する番

組でディスクジョッキーをしているのも深

尾さんです。京都三条ラジオカフェという

日本発のNPOのラジオ局を持っているのも

この京都なんですが、それもアドボカシー

の一端であろうかと思います。NPO発の情

報発信をされています。そのことをつけく

わえておきます。

弁護士活動とアドボカシー

丹羽 弁護士というのは弁護士法にもと

づき、人権擁護と社会正義の実現を目指す

ことが私たちの仕事です。それ自身がアド

ボカシーです。我々は、法律的にアドボカ

シーを実現するのが責務です。実際は日々

日常的な法律相談や裁判に追われています

が、私の活動としては弁護士としての訴訟、

裁判を通して人権擁護、社会正義をどう実

現していったらいいかということ。もう一

つ今、私は日弁連の人権擁護委員をやって

いまして、そこで人権擁護委員会活動、組

織体としての活動の中で何ができるかを考

えています。３つ目は私自身、「RINK」と

いうすべての外国人労働者とその家族の人

権を守る関西ネットワークの代表を十何年

やっています。阪神・淡路大震災の時は外

国人地震情報センターの活動もやっていま

した。また現在、移住労働者と連帯する全

国ネットワークの共同代表をやったり、弁

護士の専門性を通して訴訟活動、人権擁護

委員会という組織体を通した活動を行って

おります。NPO・NGOというのは非営利

組織、非政府組織ということで、企業を意
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識するか、行政を意識するかの違いくらい

で、その実態は重なっていると思います。

私がなぜNPO・NGO活動にこだわるの

か。成熟した市民社会をどう創造したらい

いかというのが私自身の問題関心として常

にあるわけです。成熟した市民社会をどう

つくるかを考えた場合、どうしても私の頭

の中では、そこで生活されているマイノリ

ティ・少数者の人たちの生活のあり方、生

き方のありよう、人権のありようが、ある

面では市民社会の姿、鏡だと。そういうこ

とを私なりに考えていて、とりわけ外国籍

住民、外国籍者の人たち、最近は同時に民

族的少数者、これは国籍を問いませんが、

マイノリティの人たちの問題に関心を持っ

ているというわけです。

市民社会が成熟するためには、人々がお

互いの違いを認め合い、自らの幸福をどう

追求できるか、そういう社会がどうしたら

できるか。そういう社会の実現を考える時、

制度の壁、心の壁とかいろいろな壁が見え

てくるわけです。特に外国籍者の問題を考

えていくと問題が見えてくる。そこにこだ

わってきたわけです。

特に政策提言を考える場合、常に人権問

題は３つセットです。一つは、個別の人権

侵害について具体的に解決する、個別の課

題を解決する。これは常にやらないといけ

ない。同時にその活動の中で、それがどう

いう現状、制度、施策から出てきているか。

個別課題を分析・整理し、それを変えてい

かないといけない、成熟社会にしなければ

いけない。それは常に連動して行うわけで

す。同時に国や自治体、市民に対する政策

提言をしていく。人権教育とか人権啓発は

まさしく具体的な個別課題を整理したもの

を市民に知ってもらわないといけない。お

互いに市民社会をつくるわけですから、こ

の３つは連動しているわけです。

同時に、市民は納税者ですから行政にし

っかりやってもらわないといけない。行政

に対して監視と協働、両面あります。緊張

感と協働は常にあります。ちゃんと税金を

使ってくださいよということです。行政と

は何でも仲良くしようということではない

のは当然のことで、適正な緊張が必要です。

緊張・監視と協働です。十何年前は行政と

ずいぶん喧嘩していました。RINKは毎年、

大阪府と大阪市と共に政策提言、要求項目

をつくっています。教育、医療と、いろん

な問題を出して話し合いをやるわけです。

始めの頃は喧嘩でしたね、しかし、最近は

違います。こっちも成熟したのか、行政が

我々に学ぼうという姿勢が出てきました。

そのへんが20年くらいの間に変わってきま

した。今はあまり喧嘩しない、だから面白

くない。喧嘩して初めて互いに学ぶと思っ

ているんですけどね。

問題提起型の裁判を通じて

弁護士としてはどうか、裁判を通して。

社会的な問題提起型の裁判も多いんです。

その時は原告がいます。弁護団を構成する。

もう一つは、それを支えるサポート団体が

ある。この３点セットです。これは連動し

ます。いつも10年くらいかかる裁判です。

一つは鄭商根（チョン・サングン）さん、

軍属の方の裁判です。日本帝国海軍に徴用

されて大怪我をしたが、在日韓国人という

国籍があることによって、戦傷病者戦没者

遺族等援護法からの適用を排除される。こ

れは法の下の平等違反ではないか。国際人

権規約26条、法の前の平等違反ではないか

と裁判をやる。10年間かかりました。裁判
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ではなかなか勝訴にいかないです。立法裁

量、行政裁量という裁量論が強いですから。

裁判で勝つ場合もありますが、ただ負けて

も、その運動の過程で原告と弁護団とサポ

ート団体がいろんな政策提言をやっていく

わけです。法の解決と同時に行政的な解決、

立法的な解決がいるわけです。鄭さんの場

合は、2000年に弔意金法ができました。裁

判が世の中を押し上げていくわけです。

我々がめざしたような法律にならないにせ

よ、一歩前に出てくるわけです。

また、在日参政権訴訟を10年間やりまし

た。外国籍者の住民に地方自治体の参政権

は認められていない。しかし、提訴当時は

「外国籍の人に参政権を求めること自身が憲

法違反じゃないですか」という人が多かっ

たんです、国民主権と言って。しかし、裁

判をやることによって、1995年、最高裁判

決が出まして「これは立法裁量です。法律

をつくれば構いません」となったわけです。

憲法許容説といいます。現在、法律はでき

ていませんが、一応、地方自治体の選挙権

法案の上程の動きまではありました。今は

まだできていませんが。代替はできません

が、住民投票条例という形で自治体でどん

どん進んでいく。10年間かかりましたが、

そういう動きがある。

今やっているのは在日高齢者の無年金訴

訟です。1982年、日本は難民条約を批准し、

国籍条項で外国人は年金は受給できないと

いうのを取っ払ったんですが、当時、60歳

以上の在日高齢者の人たちは何らの過渡的

措置がないわけですから無年金です。対象

者が36,000人くらいいるんです。この判決

が来週あります、地方裁判所で。こういう

ところは自治体が頑張っている。お金は１

万円とか２万円ですけどね。在日の無年金

の障害者と高齢者の救済など、自治体が先

行するわけです。成熟した市民社会をつく

っていく基盤になっている自治体が、まず

動く。国は最後です。国に攻め上っていく

んです。そういう意味では行政との協働で

す。自治体と喧嘩しながらも自治体が我々

の主張を受け入れて一緒にやっていく。そ

の上で国に攻め上っていく。最後の国はな

かなかしんどいんですけどね。

入居差別裁判。1991年にやりました。ぺ

コニルさん。在日韓国人の方です。民族名

を名乗ったら家主から入居を拒否された。

これは市民間の問題です。「誰に貸すかは自

由じゃないですか。誰を雇うかは自由じゃ

ないですか」と自由の論理で言ってくる。

「差別する自由があるか」ということで市民

社会の中で相互にぶつかる。これを禁止す

る法律はないんです。外国人は管理法しか

ない。日本には、人種差別禁止法とか公民

権法とかないですから。ではどうするか。

民法709条で被害者が立証しないといけな

い。「あなたが不当な差別行為をやった」と。

しかし市民社会の物差しがそう言ってない

から「それくらい自由じゃないですか」と

いうのが多い。これは４年半かかりました。

最近は人種差別撤廃条約という条約に加入

しているからその基準はありますが、当時

はなかったんです。結果的に勝ちました。

民族差別だと言って。家主さんは負けたん

です。損害賠償は23万円です、４年半やっ

て。弁護士費用にもならない。アメリカには

制裁的慰謝料があります。日本には差別を禁

止する仕組みがないんです。差別をなくす仕

組みがない。そういう問題があります。

だから私は現場にこだわる

ところが、入居差別裁判をやることによ
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って何ができたか。兵庫県は市民運動がバ

ックアップして差別的な申込用紙を認めな

い。宅建業界に対して行政が指導して「外

国人不可」とか「戸籍要、住民票要」とい

う欄があると外国人はだめでしょう、戸籍

がないんだから。住民票だってない。そう

いうものを「一切書くな」と。就職差別も

そうです。戸籍が必要だというのを「なく

せ」と行政が動いていく。川崎で住宅基本

条例で差別禁止の規定があります、抽象化

されていますけど。そういうふうに動いて

いく。裁判は時間がかかって大変なんだけ

ど、それでも動く。

関西水俣訴訟、最高裁でやっと勝ちまし

た。22年やりました。不知火海の有機水銀

問題です。22年間、関西訴訟はやっていま

す。最後まで残った関西訴訟に、最高裁は

やっと国の責任を認めて、今、環境庁と交

渉をやっています。裁判は時間がかかる。

だけど世の中を変えていく重要なきっかけ

になることは間違いない。

去年、日弁連の人権擁護大会が宮崎であ

りました。私がシンポジウムの第一分科会

の実行委員長をやった。47回ぶりに初めて

「多民族・多文化の共生する社会をめざして

―外国人・民族少数者の人権基本法を制定

しよう」というテーマでやった。日弁連が

シンポジウムを受けて宣言をする。宣言、

決議するということは日弁連２万人の組織

体として「これをやる」と決めるんです。

宣言するわけですから、決めたらそれを実

行しないといけない。組織体、日弁連はそ

れを具体化していく。

「共生社会の実現」というのは対象が広い

でしょう。教育問題、マイノリティの子ど

もの教育をどうするか。社会保障をどうす

るか。社会参画の問題。鄭さんの最高裁の

判決がありましたが、公務員の任用問題だ

けではなく、参政権の問題、立法参画の問

題がある。

今、問題にしているのは司法参画です。

在日コリアンの弁護士は現在70何人かおり

ますが、家庭裁判所の調停員になれない。

なぜか。公権力の行使に外国籍の人をはず

すのは「当然の法理だ」と言うので、「何が

当然の法理だ」と言ってるんですが。在日

の弁護士も司法参画していかないといけな

い。一緒に世の中を変えていかないといけ

ない。そういうことを日弁連は政策提言と

してやっています。

NGOの強みは何か。日々現場を知ってい

ることです。具体的な個別実践を常にやっ

ている。行政の方はあまり現場がわからな

い。現場にこそ、本当の矛盾、課題がある

んです。それをぶつけていくのがNGO・

NPOの最大の特質なんです。だから私は現

場にこだわるということでやっております。

アメリカにおけるアドボカシー活動

柏木 私はアメリカに長くおりまして、

そこで主に日本太平洋資料ネットワーク

（Japan Pacific Resource Network ）という

団体でいろんな活動にかかわってきました。

今日の話もアメリカでの経験をもとにした

ものになります。アドボカシー、日本では

よく「政策提言」と訳され、狭い概念で語

られます。アドボカシーは日本語になると

特定の言葉として定義されると思いますが、

アメリカではもっと広い概念で使われてい

ます。ボランティアも日本では「ボランテ

ィアしている」というと「変わったこと、

特殊なことをしているな」みたいな感じが

あるのと同じで、アメリカでは飲み物がな
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くなった、誰が買いにいってくれないか。

買いにいく人がボランティアになったりす

るという意味合いです。道で誰かに行き先

を聞かれて教えてあげる。これもボランテ

ィアということになるわけです。もともと

の言葉と日本に入ってきた言葉の違いがあ

ることを了解していただいた上で、話を聴

いていただきたいと思います。

NPOとアドボカシーという時、NPOはサ

ービスをやることと、アドボカシーをやる

ことと、二つ意味があるんだという言い方

があるのですが、私の考えではサービスそ

のものの中にアドボカシーが入っていると

考える必要があるのではないかと思ってい

ます。

それはどういうことかと言いますと、

NPOがサービスをする時に何が大事か。お

金も必要ですが、お金が必要な時、利用者

からのお金だけでサービスを提供するわけ

ではない。第三者からもお金を提供しても

らう。第三者からのお金を「パブリックサ

ポート」と言います。公の支持、支援です。

パブリックサポートを得るとはどういうこ

とか。「こういう問題を自分たちはやってい

る。この問題はこのように大事であって、

この人たちの状況、この問題を解決するこ

とが重要である。であるから、それに対し

て資金を出してくれませんか。お手伝いを

してくれませんか。ボランティアをしてく

れませんか」と言うわけです。つまりサー

ビスを提供する過程においてパブリックサ

ポートを得ていくことは、サービスが必要

とされるような状況、課題、その人たちの

状況を第三者に訴えていく。第三者の意識

を変えていくこと、単に気持ちが変わって

もらってもしようがないので、気持ちだけ

ではなく、お金もくれませんかというのが

NPOの活動になるわけです。お手伝いをや

ってくれませんかというのがNPOになるわ

けです。人の意識を変えて行動に変えてい

く作業がNPOのサービス活動の中に本質的

にインプットされているということがある

と思います。そういう意味ではアドボカシ

ーというのは決して特殊なことではなく、

NPOであれば普通に自動的にアドボカシー

をやっていると考えられるのではないかと

思います。

ただそのように言ってしまうと、NPOは

自然にサービスをしていれば、それで終わ

るのかというと、必ずしもそうではないと

ころがありまして、「大きな政府」における

「市民と議会・政府」の関係があります。市

民は政府に税金を出し、政府は公共サービ

スもやれば、政策をつくって保護もする。

それを議会を通してやる。もちろん市民運

動によっても行われますが。大きな政府で

は基本的にそういう流れとして市民は位置

づけられている。その反対側に「小さな政

府」におけるものは、政府に市民は税金を

出すが、小さな政府は政府が税金を従来の

ように多くとっていかない。税金を出して

政策をつくって公共サービスを提供してい

く部分が、従来の大きな政府よりは小さく

なるという前提に立った場合、従来税金と

して政府が直接使用していたものの一部を

政府がNPOに補助金を出すとか事業委託で

やってもらう。一部を市民がNPOに対して

寄付したり、ボランティアを提供すること

によって公共サービスが提供されるという

図式があると思います。これはNPOのサー

ビス機能になるわけです。

もう一つ重要なのは、大きな政府だと政

府が資金を独占しているだけではなく、も

う一つは情報を独占している。いろんな情

62 分権型社会を拓く自治体の試みとNPOの多様な挑戦



報を持っている。規制緩和云々の形で政府

がきちっとした対応をやらなくなってきて

いるところがある、それはそれで別にしょ

うがないというのはおかしいんですが、そ

ういう場合、必然的に情報公開が出てこな

いといけない。情報公開されたものをNPO

が、その情報をいろいろ処理して必要なア

ドボカシーに変えていくという回路が必要

ではないかということです。それは具体的

にどういう形になっているか。SBAローン

とバンク・オブ・アメリカのCRA計画の概

要をごらんいただきたいと思います。

コミュニティ再投資法の仕組み

CRAはコミュニティ再投資法（Community

Reinvestment Act）というアメリカの法律

の一つです。連邦法です。これは金融機関

が地域社会に対して適正な信用供与を行う。

端的に言うと社会に対して適切な貢献を行

いなさいということですが、そういう法律

があって、そのもとでその関連もあって政

府は銀行から細かいデータを受ける。

そのデータのひとつがSBAローンといっ

て、スモールビジネスの中小企業向けのロ

ーンの実績を示すわけですが、その中小企

業の経営者が人種的にみると黒人のオーナ

ーか、白人のオーナーなのか、ヒスパニッ

ク系オーナーか、女性のオーナーかという

データがでてくる。銀行が政府に提供する

わけです。その提供されたデータが開示さ

れていて、NPOはそれの処理をする。処理

したものが表として出てくる。バンク・オ

ブ・アメリカは何件のローンが出ていると

か、カリフォルニア・バンク・アンド・ト

ラストは何件出ている、ウェルズファーゴ

はいくつ出ているということで、それぞれ

の銀行の実績がわかる。このデータに基づ

き資料をつくっているのはGreenlining

InstituteというNPOですが、このNPOが

銀行に対して「お宅の銀行はここが不足し

ているじゃないか。もっと変えるべきでは

ないか」という話をする材料になっている

わけです。

こういうデータが出てこない限り「お宅

がどういうことをやっているか、少ないじ

ゃないか、多いのじゃないか」と話をして

も水掛け論になってしまう。政府が持って

いる情報をきちっと開示して、NPOがそれ

をきちっとしたデータとして整理して話し

合いをして世の中を変えていくという筋道

をとる必要があるだろうと。

こうしたデータに基づいて、NPO側の要

求も反映させてつくられたもので最近出て

きたのがバンク・オブ・アメリカのCRA計

画です。これを見て皆さん、びっくりされ

るかもしれませんが、総額としては10年間

で7,500億ドル、日本円で１ドル100円とす

ると75兆円にのぼるCRA関係の事業をす

る。その多くは低所得者向けの住宅、10年

間で5,000億ドルやる。50兆円。何軒家が建

つか。たくさんの家ができる。そういうこ

となんですよね。

CRAでは、NPOへの寄付も問われます。

バンク・オブ・アメリカの例でいえば、

NPOへの寄付は今後10年間に15億ドル。１

年間で１億5,000万ドル。150億円です。毎

年150億円の寄付をNPOにしていく。こう

いうものが銀行が提示しているデータに基

づいてGreenlining Instituteという団体が

銀行側と話し合いをして、こういう行動計

画が策定されて実施されていく。これはた

またまバンク・オブ・アメリカの例ですが、

それ以外に大手の銀行は皆、このような行

動計画をつくっています。
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それはなぜ可能なのか。政府の中にある

情報がきちんと社会に公開されて、公開さ

れた情報をNPOなどが加工して問題として

設定して、それの改善を求めていく話し合

いをすることができるということだと思い

ます。では、銀行はこのことを嫌々やって

いるのか、必ずしもそうではないわけです。

つまり大きな銀行から見れば低所得者向け

の住宅ローンを出す、小規模なビジネスロ

ーンを出すことは、一見採算の悪いもの、

不履行になるのではないかという可能性を

感じることは少なくないわけですが、実際

に低所得者の人たちにしてみると、やっと

手に入れた家だから手放さないように少し

ずつ払っていこうと考えるので、不履行に

なることは少ない。また、低所得者向けの

住宅ローンを組む前に、NPOが、その人た

ちがローンを組んで払っていくためにはど

うしたらいいかという教育プログラムをつ

くっていて、その教育プログラムを終わっ

たら、そこにいって借りられるようになる。

そういうシステムをつくっていく。それに

よって銀行は普通はなかなかお客さんにな

れないような人にお客さんになってもらう

という融資を受ける人の底上げや幅を広げ

ていくことがあるわけです。

そういう意味で地域団体とのパートナー

シップも重要です。バンク・オブ・アメリ

カのCRA計画の地域団体とのパートナーシ

ップのなかには、ACORNハウジングやネイ

バーフッド・リインベストメント・コーポ

レーション、NAACPなどの団体が入ってい

ます。これらの団体は、どちらかというと

企業に対して批判的な行動をしている活動

が多いグループであるわけですが、そうい

うところを含めて銀行側としてはパートナ

ーを組んで問題を解決していく。それ自身

が企業のメリットにもなるという意思を持

っているわけです。これはCRAという法律

のもとで行われている。

法律を管轄しているのは日銀に相当する

連邦準備制度銀行（FRB）などの機関です。

FRBにしてみると、こういうところと一緒

にパートナーシップを組んで、銀行側を教

育していって、お金が余ったら大きな不動

産投資をして、そこでおかしなことになる

ところを、逆に言えば、分散投資をさせて

いくことによって防いでいこうということ

をしているわけです。NPOとしては有効な

データを持ってきて、行政が提供したデー

タを加工して、交渉して、よりよい政策を

つくりあげていく。そういう働きを行って

いる。その点がアドボカシーの一つ重要な

ところではないかと思っています。

サービス提供にアドボカシーが含まれている

もう一つ、丹羽先生が移民関係のことを

話されましたので、私自身の経験も踏まえ

てお話しておきたいと思います。私は以前、

Asian Pacific Legal Centerというロサンゼ

ルスのアジア太平洋系の人たちに対する法

律相談をする団体にいたことがあります。

そこで不法滞在であった人たちに永住権を

与えるというアムネスティ・プログラムと

いうのがありました。それのケースを担当

する職員をしばらくしていたことがあった

んです。不法に滞在していたのでなければ、

このプログラムにもとづいて永住権を申請

できないということです。日本から渡米し

た人はビザを持って行ったわけですから、

少なくとも入国した時点では合法だという

ことで、不法滞在じゃないから永住権は与

えられないとなったわけです。ただ不法で

あるということの解釈を、そのセンターの
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中に弁護士グループが10人くらいいるわけ

ですから検討していくと「不法で働いたと

か、あるいは働いた後、また帰って、今度

入って、合法になっているようだけども、

働いたことを黙っていて、また入ってきた

から不法である」ということで、一生懸命、

この人を「不法であった」ということを探

り出して永住権をとらせようとしていった

わけです。この過程で、裁判を起こしてい

くこともありました。「自分は今、不法にな

ったんだけど、何年か前から不法じゃなく

ちゃいけないと言われているけど、その時

は学生だったけど、だめなんでしょうか」

と言われてくる。そういう人たちがたくさ

んいると「じゃ待てよ、その人は、もしか

したら働いていたかもしれない。あるいは

他の理由で不法になっていたかもしれない」

ということで裁判を起こして、そして従来、

認められていなかったケースで、何万人か

の、当初、合法と認められていた人たちが

不法と見なされるようになって永住権がと

れるようになってくることがあったわけで

す。そうしたサービスを提供しながら、そ

こで問題を発見していく。問題を発見した

ことを政策に反映させようとする場合もあ

れば、裁判に訴える場合もある。何らかの

形の社会的な仕組みの中に落としこんでい

って解決策を探る。こういう働きかけも重

要ではないかと思っています。

基本的に重要なのはNPOはサービスを提

供していく。サービスの提供の仕方そのも

のの中にアドボカシーが含まれていること

が一つ。サービスを提供する過程の中で政

府からの情報を有効に使って、よりよい政

策提言ができていく。サービスの中で問題

点を探してそこからより優れた政策、訴訟

なりの形で問題解決する手法が生まれてく

るということを考えていただけたらと思い

ます。

アドボカシーの意味をめぐって

富野 私はもともと、アドボカシーにそ

んなに強い関心を持っていなかったんです。

よくわからんということだったわけです。

ところが今年に入ってからアドボカシーに

ついて考えさせられることがいくつかあり

まして、お話してみたいことが出てきまし

た。

今年２月～３月にかけてフィリピンの農

村開発について私のゼミ生と一緒にマリン

ドゥケという小さな島に卒業研修で行きま

した。現地NPOの方々にプログラムをつく

っていただいて１週間ほど滞在しました。

美しい島ですが、そこは銅鉱山の開発で、

とんでもない汚染がありまして、島の海洋

だけではなく、地上も、人々も汚染されて

大変な問題になっている。そういう話を聞

く機会があったわけです。そこで現地の人

たちが「アドボカシー」という言葉を何回

も言うわけです。そこで意味しているもの

は日本で言われているような生易しいもの

ではなく闘いなんです。闘いとしてアドボ

カシーを必要としている。「アドボカシーで

やらなければ闘えない」という言い方をし

ていました。島の人たちは自分たちの主張、

自分たちの生活と命を守るために政府、資

本の悪い動きを止める。「人々を守るために

アドボカシーが必要なんだ。それは闘いな

んだ。法廷闘争であり、現地闘争である」

と。これは日本で言われているアドボカシ

ーと、ずいぶん違うなと思ったわけです。

また最近、イギリスから帰ってきたんで

すが、イギリスに行ったのは、ローカル・
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ストラテジィック・パートナーシップとい

う、地域社会の協働のシステムづくりが進

んでいるということで、ガバナンスを考え

る上で参考にするために、龍谷大学の地域

オープン・リサーチ・センターで調査を計

画して行ってきました。ガバナンスに関す

る現地調査ということでしたが、その中で

の話が、ガバナンスやパートナーシップだ

けの議論が中心だったものですから「アド

ボカシーはどうなんですか？」と聴いてみ

たんです。そこで返ってきたのは「アドボ

カシーというのはデータがベースになる。

きちっとしたデータを持って、きちっとし

た論理構築をして、すべての人々が納得で

きる形で展開しなければアドボカシーには

ならない」と。これも日本でいうアドボカ

シーとは違っているなという印象を受けま

した。柏木先生がおっしゃったアメリカで

の事例で提示されたのと同じ内容です。

アドボカシーというのは、日本で考えら

れているような狭い範囲の話ではなく、相

当広い幅でとらえないといけないのではな

いか。一方では闘いであり、人権擁護であ

り、社会変革でもある。ある意味で政治的

要素を含んだもので、NPOの活動範囲に止

まらないところまで我々は考えないといけ

ないなとつくづく考えさせられたわけです。

政治とNPOの関係について述べると大問題

ですから、ここで議論することはしません

が、そういう問題であろうかと思うわけで

す。

池子の森米軍住宅問題の中で

私がなぜアドボカシーという言葉に日本

で馴染めない思いをしたのは、私自身の経

験があってのことです。実は私はもともと

天文学志望で大学院のドクターコースまで

いきました。その後、ベンチャー企業の経

営を12年間やって、その次に池子の森米軍

住宅問題にかかわりました。そして市民運

動を２年、市長を８年間やったわけです。

市民運動から市長になって、そして今、こ

ういう仕事をしているわけですが、池子の

森米軍住宅問題の市民運動の中で、今から

考えてみると、ずいぶんアドボカシーに近

いことをやったんだけど、今言われている

アドボカシーとは感じが違っているなとい

うことがあったわけです。それは運動の側

からアドボカシーを組織していたというや

り方をしたわけです。

どういうやり方か。運動は「緑と子ども

を守る市民の会」「池子の米軍住宅反対する

市民の会」とか、明らかに市民運動として

展開するわけですが、そこで私たちは市民

運動としてシンクタンクを持つ必要がある

と考えたわけです。市民運動が皆を納得さ

せるためには何が必要か。アメリカの軍隊

を相手にして闘わないといけない。日本の

政府を相手にして闘うという、安保の問題

です。しかし、その運動は思想でやってい

るのではなく、生活問題としてとらえてい

ましたから、私たちはどのような正当性を

持ってそれを展開し表現していくべきかと

いう問題がありました。アメリカの人たち

にも理解してもらわないといけないわけで

す。単に大きな反対運動でギャーギャー騒

ぐことでは済まない。いかにそれが正当な

運動であり、なおかつ必要な運動であり、

将来の日米関係に重要であるかを訴える必

要がありました。環境アセスメントをどの

ようにクリアしていくか、国際社会にどう

訴えるかということは一般の市民だけでは

とてもできない。そこで、私は研究者をや

っていましたからつくづく思うのですが、
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研究者は運動に巻き込まれるのが嫌いなん

ですね。運動と研究は別だと思っているわ

けです。運動に参加するのは好き者の研究

者でないとやらないと彼らは思っています。

そこで運動と切り離した形で研究者や専門

家が自分の資源を提供できる場が必要では

ないか、それではシンクタンクを別につく

ろうと考えました。そこで専門家たちに対

して運動に直接かかわるのではなく、市民

の引き出しとして機能してもらおうという

ことで呼びかけたところ、驚くべきことに

たちまち80人くらいのかなり有力な研究者

や裁判官やジェットパイロットやデザイナ

ーや、あらゆる分野の人たちが集まってき

まして、池子グリーンオペレーションセン

ター、池子緑作戦センターというシンクタ

ンクができたわけです。

その成果たるや、ものすごいものがあっ

て、たとえばペンタゴンに直接市民が訴え

かけるわけですが、これには交渉が必要な

んです。アメリカの政治家に手を回してア

メリカの政治家に圧力をかけてペンタゴン

への面会をとりつけるということですね。

そこで、アメリカの自然保護団体は強力で、

何百万人の単位の会員を持っていますので、

その人たちとわたりをつけてアメリカン・

フレンズ・オブ・池子という、私たちの運

動のためのアメリカの自然保護団体の組織

をつくってもらって、そこがペンタゴンに

デモをかける、ロビー活動をやるという展

開をしました。その時、池子グリーンオペ

レーションセンターネットワークという電

子ネットワークをつくって、その当時はま

だ珍しかったパソコンネットワークを使い、

アメリカの「ネタネット」という有力なパ

ソコンネットワークを経由して、世界中に

訴えかけをしました。その結果、アセスメ

ントの時、8,000通くらい世界中からあらゆ

る言語の意見書が来たのです。これも専門

家の人たちがシステム構築をやってくださ

ったんです。アセスメントは分野ごとにペ

ージを切り取って専門家の意見書をつくっ

てもらって、それを参考に全国民から意見

書を10万枚集めることもありました。

今から考えるとアドボカシーというのは、

そんなふうに専門性と運動が接続するとこ

ろにあるのだろうと思えます。NPOだけが

アドボカシーができると決めつけないで、

ある一つの問題を普遍化していって全体に

理解をつくり、社会を変え、世論を変えて

いくという動きの仲介をやる組織が必要だ

と考えたいのです。そこには専門性が必要

で、あらゆる専門性を市民が使えるような

形にしていくことが重要です。この部分が

アドボカシーの中核部分になっていくので

はないかと思うわけです。

アメリカにはパブリック・メディアセン

ターというのがあります。逗子市がアメリ

カの『ニュヨークタイムズ』と『ワシント

ンポスト』に全面広告を出した時、市民の

ためのメディアセンターがあることを知り

ました。ここは専門性が高いんですね。そ

こに頼むと安い値段でいろんな団体との連

絡をきちんとつけて、クレジットもつけて

広告を打ってくれる。そういう仕組みを市

民が持つことによって、市民がいかに力を

発揮できるかということを実感しました。

私はそういう意味でアドボカシーを運動の

面からも見ていく必要があるのではないか

と思っています。

直接民主主義の広がりとして

最後に一つだけ。今なぜアドボカシーが

重要になってくるか。アドボカシーの質が
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変わってきたと思います。今まで政府は大

きかった。政府が人、モノ、カネ、情報の

相当の部分をコントロールし、権力を使っ

ていろんなことをコントロールしてきまし

た。それに対して市民は政府にお願いした

り、批判するだけでよかったのです。しか

し政府の役割は、今、どんどん落ちている。

パブリック、公共性というのは行政だけで

はもう負い切れなくなり、民主主義の形態

も変わってきます。今までは代理制民主主

義だけでよかった。しかし、これからは

人々は直接社会の動きに参加しなければな

らない。直接民主主義が重要になる時代で

す。その時に考えないといけないのは、し

かし、その直接民主主義は今まで政府が強

かった時代の直接民主主義と違うというこ

とです。今までは選挙が直接できる。直接

請願ができるという政治発言、参加でした。

しかし、これからは政治的決定にかかわる

ような直接民主主義、住民投票みたいな、

それだけではなく、行政の個々の課題に直

接住民が関与できる。行政的直接民主主義

が一般化すると言われていますが、それが

広がってくる。

さらに政府だけではなく、社会全体の公

共活動に対して人々が関与してきます。こ

れは社会的直接民主主義ともいうべきもの

です。そのように直接民主主義が重要にな

り、なおかつ直接民主主義の対象とすべき

分野が政治と行政と地域社会そのものにな

ってくるわけです。こういう中でアドボカ

シーは重要な役割を果たすことになるだろ

うということを申し上げたいと思います。

司会 ありがとうございました。専門性

を兼ね備えたNPOがアドボカシーを使って

いくこと、運動性を持った活動の中からア

ドボカシーが出てくる重要性についてお話

をいただきました。

各方面でご専門の実践にかかわっていら

っしゃるお立場からアドボカシーの話を伺

えて、アドボカシーの意味がより深まった

ように思います。各パネリストの先生方も

お話を聴かれてお感じになられたこともあ

ると思いますので、コメントをお願いしま

す。

社会変革の担い手としてのNPO

深尾 私自身、今のお話を聴いて「フム

フム」と整理できたことかたくさんありま

す。アドボカシーという言葉自体が持って

いる深さみたいなものが、この言葉のとら

え方一つとってもあるなと思いました。ま

た意を強くしましたのは、NPO・NGOが

持っている社会変革性こそがNPOの魂の部

分であると。しかし、日本で活動している

NPOの姿を見ると、社会変革性とか社会の

課題に向き合っているNPOが大多数と信じ

たいんですが、現実的にはそうでない部分

があって、それはそれで僕は多様であって

いいと思いますが、今、ここで述べられた

ように、NPOは社会変革とか、市民社会と

いう言葉が機軸になってくるべきだろうと

思います。だからこそ、その活動そのもの

がアドボカシーであり、活動そのものが価

値発信をはらんでいるものだということを

私も整理ができました。

そういう意味では富野さんのお話、個人

的には政治というものとNPO・NGOの関

係性が問われてくるだろうと思います。今

まで政治というものが不可解なもので、か

つ私たちの世界とは断絶した中にあった感

があります。政治というと暗いというイメ

ージだけで語ってしまうのですが、市民側
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もそういうところから脱却しないといけな

いのではないか。市民社会時代の政治のあ

り方、市民のあり方も、実は運動の中から

私たちはちょっとずつ見えてきているので

はないかと思っています。

私は今のお話を聴いていて、そういう時

代をつくりたいなと、そういう時代がくれ

ばいいな、そういう時代に生きていたいな

と思います。多くのNPOの現場の人たちは

そうだと思います。それを手さぐりの中で、

市民自らが、そういう運動の中から立法し

ていこうという動きですね。市民立法と言

われて久しいですが、その動きは今から先

も加速度的に進んでいくだろう。そういう

研究会をNPOの人たちが、今、ずいぶん持

っています。市民立法の研究会とかフォー

ラムに招かれていくと、そこには多くの運

動を支える市民や、共感した専門家たちが、

従来の運動とは違うスタンスでかかわって

いる。また、丹羽先生の話の支援団体をふ

くめて、それぞれの役割を果たしている。

富野さんのシンクタンクという役割だと思

いますが、それを共感が共感を生むような

構造にしていくことが市民活動をやってい

る側からも重要だなと思います。

ある意味、見せ方や伝え方が問われてい

るなと。そこが我々も含めて下手だなと思

っています。日本のNPOはいいことをやっ

ているんだけど、重要な価値をはらんだこ

とをやっているんだけど、それを外に伝え

たり、多くの人たちを巻き込んだり、専門

家を巻き込んだりすることがものすごく苦

手なんじゃないかという気がします。専門

性を持った集団や社会とのつながり方にも

工夫がいる。多くの人たちを巻き込んで社

会を変えていく担い手のつなぎ役としての

NPOという存在を考えると、現場の人間と

して、伝え方、価値発信をもっと力を入れ

ていく必要性を感じました。

公共性が身近になってきた

丹羽 公共性が身近になった。企業もそ

うです。民間委託とか民営化についても、

介護とかホームレスの問題を含めてNPO・

NGOと企業の活動のどこがどう違うんだと

いうことですね。やっていることは一緒で

すよね。では何が違うんだ。ビジョン、ミ

ッションが違うのかということになります

が、最近は企業の社会的責任とか企業も人

権とか言うわけで、徐々に性格が近づいて

きているのではないかと思います。

NGOとかNPOは各々が持っているビジ

ョン、使命があって、それを個別課題を通

して、究極的にはどういう社会をつくるか、

それを見える形でつくっていく。見える形

でというのは、富野さんから直接民主主義

ということが言われましたが、それは地域

社会でしょうね。地域社会の中で見える関

係、コミュニティをどうつくっていくか、

ここが基礎なんでしょうね。それをつなげ

ていけば、もう少しグローバルに、全国的

にも国境を超えた世界的なものにもなるで

しょうけど。よりよき市民社会をどうつく

っていくかということ、一つのめざすもの

がまずあって、個別課題を通してそれにど

う近づいていけるか。そういうことが一つ

の特色かなと思います。企業活動は営利を

目的にするにせよ、社会性を持っているわ

けですから、人権、労働基準、環境を守ら

なければ、これから国際的に企業活動はで

きませんよというところで、そのことを受

け入れていく。そういう意味では両者の接

点は出てきているかなと思います。
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サービス提供型のNPO・NGO、ネット

ワーク型とか、キャパシティ・ビルディン

グ型とか、アドボカシー型とか、４つくら

いいろんな人が言っていますが、私などは

一つのNPOが全部を含めることは難しいと

思います。RINKの財政は年間150万円ちょ

っとです。こんなNGOがほとんどです。皆、

ボランティアです。ボランティアがそもそ

もNGOの生命線というところがあるからで

しょう。基本的には自発性、自律性である

わけです。そこでネットワークをどうつく

れるかだと思います。ここのところはアジ

ア太平洋の情報を発信してくれる仲間がい

る。ここは弁護士集団や医者がいて専門家

がいる。こういうネットワークをどう地域

につくっていけるか。「私のところはここを

一生懸命やるけど、あなたのところは、そ

こを協力してくださいよ」という関係をつ

くっていく。それが一番いいのではないか

なと、私は思います。

ネットワークの結び目が大事

柏木 ネットワークというところから引

き継いでいきたいと思いますが、私は日本

太平洋資料ネットワークという団体で活動

していましたが、今でこそネットワークと

いう言葉がごく普通に使われていますが、

団体をつくった今から20年前、アメリカで

はネットワークという言葉が出て始めた時

期ですが、日本ではまだまだ知られていま

せんでした。ネットワークは重要だと思っ

ています。一つの例で言いますと、米国三

菱のセクハラ訴訟が96年に起きたことはご

存じだと思います。その問題が起こった時、

首都ワシントンに本部をおく N O W

（National Organization for Women）とい

うアメリカで一番大きな女性団体でインタ

ーンをしていた人から電話があった。１日

ずれて、東京の女性の方から電話があって

「三菱の裁判が起きたようだが、どうなって

いるか」と。NOWからは「三菱の問題を日

本に訴えに行きたいが、連れていってくれ

ないか」と言われまして、じゃ、どうしよ

うかと。よく考えると４週間くらい先に三

菱の株主総会があった。それをめざしてや

りましょうと、急遽、NOWと日本の女性団

体と連絡をとった。我々はアメリカの団体

ですから日本のポリティックスにかかわら

ないというところがありまして、ある意味、

メインストリームの女性団体からグラスル

ーツ、ラディカルな女性団体まで混ぜて協

力いただくことができて、メインストリー

ムのところでは労働大臣に会ったり、三菱

の重役との会談をセットしてもらったり。

逆にラディカルなグループの方は株主総会

の前でデモをしたり、デモの人数は20人く

らいで、メディアの人が100人くらいでした

が。そういうことがあったわけです。

ネットワークというのは、ただネットワ

ークを組むグループを知っていればいいと

いうことではなく、ネット（網）には、結

び目があります。結び目があるから全体が

強くなるわけですから、結び目の一つひと

つがキーポイントになるわけです。キーポ

イントをいかに押さえておくか。わずか４

週間、実際は３週間の間に、デモからメデ

ィアの記者会見から労働大臣に会うとか、

パブリックのセミナーをやったり、東京だ

けでしたが、いろいろオーガナイズができ

た。それはネットワーク効果の一例だと思

います。日本側のネットとアメリカ側のネ

ットをうまくつなげていくことによって大

きなインパクトが出たと思います。そのこ
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とが、その後の均等法のセクハラ防止策が

入っていったところにも、ある程度の影響

を及ぼしたと思います。一つは女性団体と

セクハラに関心を持つ人たちが、その中で

意識を高めた。社会的に取り上げられたこ

とによってインパクトのある形ができたと

思います。ネットワークはそういう一つひ

とつのネットの結び目を、いかに確保する

か、どうつくっていくかということが大事

ではないかと思っています。

社会実験としての役割

もう一つ、富野先生のお話を聴いていて

同じようなことを思っている人がいるんだ

なと思ったんですが、NPOがやっているこ

とは、ある意味で実験的なことが多い。そ

のプログラム自体が社会的な制度になって

いくこともある。たとえば今から30年くら

い前、サンフランシスコのチャイナタウン

でオンロックという中国系の団体がありま

して、高齢者のソーシャルサービスをやっ

ていた。ある高齢者の女性が来て、特養に

あたるナーシングホームに行きたい。しか

し適当なところがない。中国系の人ですか

ら中国食を食べたい。そんなナーシングホ

また、アメリカでも日本でもそうですが、

医療は医療、福祉は福祉、介護は介護と、

細かく制度が分かれている。一人の人は医

療だけではなく、介護も必要、ソーシャ

ル・アクティブィティも必要です。複合的

なニーズがあるにもかかわらず、社会の制

度としてまとめて面倒してみてくれない。

そこで考えたのがPACEプログラムという

もので、70年代から始まり、80年代から

徐々に政府にかけあいをしていって、最終

的には90年代に入って政府の医療保険のメ

ディケア（高齢者と障害者を対象にした日

本の国民健康保険に相当する制度）と、低

所得者向けの医療補助を組み合わせて

「NPOが、そういうサービスをまとめてやる

ならば、介護から医療、リハビリなど全部

やるのだったら、まとめて一人１か月4,000

ドルあげます。その代わり、その中で全部

処理しなさい」というプログラムが始まっ

たわけです。今、全米で30くらいのところ

がやっているという規模ですが、このよう

にNPOが実験的にやっていって、それが社

会のシステムを変えていって実際のツール

になっていく、プログラムになっていくこ

とも決して珍しくないと思います。すべて

のプログラムがそうなるわけではないです

が、NPOの実験的なプログラムが、サービ

スでもありながら社会全体に広がっていき、

政策に変わっていく意味合いを持つ場合も、

ままあるわけですので、そういう点も考え

ていただけたらと思います。

言葉の意味が変容する時代

富野 最後に言わせてもらいたいと思っ

たのは、言葉の問題です。実は最近、つく

づく思うんですが、パラタイムシフトの時

代には言葉の意味がどんどん崩れてくると

いうことです。変容し、違う意味を持って

くるということです。今回、イギリスに行

ってびっくりしたのはパブリックという言

葉についてです。「公共性」ですよね。学者

たちに「パブリックってどういう意味です

か？」と聞くと、一人ひとり言うことが違

う。「ノンプロフィットがパブリックだ」

「政府がパブリックである」「税金をとる権

力のことをパブリックと言う」とか、意味

がむちゃくちゃ拡散しているんですよ。研

究者の間でさえ定義がバラけてしまってい
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る。社会の構造が完全に溶解して、新たな

スキームをつくろうとしている、そういう

時に我々が従来使っていた言葉を、どうい

うふうに使うのかということは、注意を要

すると思います。実はここではNPOという

言葉をつぎのように定義して使っているわ

けです。「NPOは法人格の有無を問わず、営

利を目的としない活動つまり広く社会活動、

運動を実施している非政治的団体」と定義

して議論しているわけです。これは法律上

のNPOの概念とは違うわけです。

ところでアドボカシーのことを考える場

合、このことが大きな足かせなっているの

ではないかと考えるわけです。アドボカシ

ーというのは実は政治に接近した言葉です。

社会変革であったり、社会運動であったり、

アメリカで言えばロビー活動まで含んだ概

念なんですね。当然ながら政治活動も含ま

ざるをえない概念です、全体としては。と

ころが日本ではNPOという言葉を使った瞬

間にアメリカのNPO法の概念が入ってきま

す。日本のNPOという法律の概念が入って

きますから、その瞬間に政治活動とは切れ

る。そこでアドボカシーの概念が絞られて

しまうのです。我々は今、NPOと関連させ

て使うようになりましたが、この使い方は

間違いなんじゃないかと思っています。社

会的運動の総体は本来はノンガバメントと

いう、権力を持っていない立場の人々が組

織する運動ですね。そういうものの中に、

営利を目的とするとかいないとか、ある特

定の活動のためにコミュニティベースで地

域を主体としてやるとか。ノンガバメント

の中に、ノンプロフィットとかコミュニテ

ィベースでやることが含まれているはずで、

むしろアドボカシーという言葉は、本来は

NGOという概念の中で議論されるべき言葉

だというのが正しいのかもしれないなと、

実は思っているわけです。この点について

の議論を途中で言うと大変なことになるの

で、最後にアドボカシーの概念自体を広く

豊かに展開するためには、言葉の問題、定

義の問題も含めて考えていった方がいいの

ではないかなということを申し上げたいと

思います。政治的な分野と接近しているの

だということが実際的にあるわけですから、

逆に言葉の方から制約していくことがあっ

てはならないと思っています。

司会 講師の方々からひと通りご発言を

いただきましたので、次は、会場との質疑

に移りたいと思います。

［質疑応答］

アドボカシーと情報公開について

質問 柏木さんに。政府からの情報開示

されたものをデータ処理する団体として、

なぜGreenlining Institute等の団体が選ば

れているのか。

柏木 政府が開示している情報をデータ処

理する団体として選ばれているのではありま

せん。バンク・オブ・アメリカがCRA関連

の事業を実施するに当たり、銀行にアドバイ

スをする団体として選ばれているのです。な

おGreenlining Instituteは、シンクタンク的

な機能ももっているので、こうした調査が可

能なので、銀行の意向とは別に独自に調査を

行い、その結果を用いて銀行と交渉している

ということです。Greenlining Instituteとい

うのは研究所という一つの団体ですが、グ

リーンライニング・コアリッションという

NPOの連合組織が母体となって、その中で

研究活動、教育活動をするものとして出て
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きた。それに関連している団体としてララ

ーザとか、アーバンリーブとか、これはそ

のメンバーです。私がいた日本太平洋資料

ネットワークもそのメンバーでした。40く

らいのNPOの連合組織です。

それから、このCRA計画の主要なところ

は低所得住宅の問題が大きいわけですが、

そうするとどうしてもハウジング関係の団

体が必要になります。ACORNハウジングと

かネイバーフッド・インベスティメント・

コーポレーションとかが入ってくる。あと

マイノリティということで黒人団体で

NAACPを入れたり、LISCはNPOのまちづ

くり、低所得者住宅とかスモールビジネス

とかを含めて、そういうことに対して支援

活動をやっている組織ですが、そういうと

ころを混ぜて一種のアドバイザー的な意味

で入れてあると私は理解しています。どう

してこれらの団体を選んだのかという理由

は私は存じませんけれども。

司会 Greenlining InstituteのGreenlining

というのは、融資差別、銀行がこのへんは

低所得だから貸さないとか、差別されてい

るからお金を返してくれないのではないか

という融資差別というものがあって、そこ

に敷かれた線でRedlining があったんです。

銀行が人種差別をした時に敷いた線に対抗

して、NPOが「融資差別をなくそう」とし

てつくったのがGreenliningだと習いました。

質問 アメリカの場合、情報を政府が出

すということですが、どの程度まで出すの

か。そこまでに至るまでに何らかの働きか

けがあったのかどうか。

柏木 どの程度までというのは答えにく

いんですが、情報公開法がありますよね。

それでかなりのデータはとれるようになっ

ています。しかし日本では、たとえば大阪

市立大学の議事録をとろうとすると個人の

名前を全部消してある。黒くなっていて、

わからないような内容になっているものが

結構多いわけですが、そういうものはアメ

リカでは普通、全部とれます。裁判所の資

料でも、ドケットシートといって裁判の関

係書類の目次のようなものがあります。こ

れを含め裁判所に行くと１枚10セントとか

出すとコピーできるんです。閲覧不可とか

裁判の和解過程で、そうなっているものは

別ですが、そういうものじゃないものは全

部、閲覧できます。我々が裁判の経過を知

りたいと請求すると全部出てきます。あと

はインターネットでも開示されている情報

は多いです。アクセスがしやすい。日本の

政府のWEBサイトに行ってもあまりデータ

は入っていない。アメリカのところに行く

と細かいデータが入っている。お金を出す

ともっと細かいことが出てくる。データを

活用しながら、いろんなアドボカシーがで

きる。Aという銀行が、スモールビジネスロ

ーンに関して、黒人向けにはいくつ貸した。

ヒスパニック系にはいくつ貸したという件

数が出てくる。誰に貸したかはプライバシ

ーの問題があって出てこないですが。それ

によってNPO側は情報を活用しながら問題

点を整理していく。政策をつくっていくこ

とができるわけです。

大きなデータとして国勢調査があります。

日本でもありますが、日本の国勢調査だと

各都道府県の人口くらいしか上がらないと

思いますが、アメリカの国勢調査は細かい

データが出てくる。一つひとつの地域、私

はオークランドに住んでいましたが、その

地域だけでもセンサストラクトと呼ばれる

60くらいのブロックに分けて、一つひとつ

のブロックに関する所得、教育レベル、住
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宅状況、家族の状況、人種状況が全部出て

くる。それを合わせて「この地域では、こ

ういうふうな経済状況である。こういう高

齢者の問題がある」と把握して、NPOは

「この地域ではこういうサービスが必要だ。

こういうことをやらなくちゃいけない」と

提示していくことができます。そういう情

報がなくて、何となく「ここの人たちが困

っている」と言っても、「だけど困ってない

と言っている人もいるじゃないか」という

ことになるわけです。

富野先生がイギリスに行かれた時、説得

力のあるデータとして数値を出さなかった

ら意味がないと聞かされたということです

が、素人なり、小さな団体で100万円くらい

の財政規模でやっている団体が、そんな細

かいデータをあちこちから持ってこようが

ないわけです。基本的には政府が持ってい

るデータを安く、無料で我々が手に入れて、

それを加工して問題点を提示する、解決策

を提示することができて初めて、今日的な

意味でのアドボカシー、NPOの時代でのア

ドボカシーになるのではないかと思います。

お答えとして、どこまでというのはいい

にくいですが、かなり細かいもの、個人情

報的なものではなく、統計的に解析できる

ものは相当数、出てくる。加工するにはそ

れなりの技術がないとできない場合があり

ますから、加工できる能力、技術が、その

団体なり、加工する人に求められるという

ことはあります。

司会 NPOのアドボカシーと情報公開は

車の両輪みたいなところがあるなという感

じがしますが、丹羽先生、日本の場合は情

報公開については。

丹羽 情報公開法ができていますが、プ

ライバシーというもう一つの概念、価値も

出てきます。何か政策をする時、情報請求

をすると「意思形成過程でまだ決まってい

ません」という、これが必ず前に出てきま

すね。除外事由というのがプライバシーの

価値で真っ黒になっちゃうとか、「まだはっ

きりしませんから、下手に出すと混乱しま

すから」という形で非開示ですね。ずっと

前に大阪の環状線の障害者の利便性につい

て、エレベータをつくる要求をしたことが

あります。電車が止まるところとプラット

ホームの間にどれくらいの空間があるかを

調べたわけです。その時に情報公開で「具

体的なデータを出してください」と言って

も出なかったのは、一つは「議論はしてい

るが、まだ議論の過程なので出せません」

ということがありました。

もう一方で、個人情報保護法ができまし

た。日本はおかしいですね、法律が決まる

と企業も総力をあげてやらないといけない

とか、弁護士会も一生懸命やっている。個

人情報保護は確かに重要だけど、逆に言う

と、どんどん情報が狭くなっていきます。

私は今日のテーマから言うと、行政が持っ

ている情報を市民にどれだけ提供できるか、

これがなければ市民側はアドボカシーはで

きません。ある意味で情報公開はアドボカ

シーの生命線で、この二つはセットだと思

っています。最近、日本の社会の雰囲気は、

どっちかというとプライバシー保護のため

に個人情報を出してはならないという方向

に行っている。そのへんをどう考えるか、

深刻な問題ですね。

富野 個人情報の方は微妙な問題もあり

ますから、私は特に意見はないんですが、

意思形成過程についての情報提供の問題は、

アドボカシーの点から言うと非常に重要な

んですね。法的に禁止されているわけでは
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ないんです。各自治体が出すか、出さない

か、条例の中で決めればいいんです。現実

に逗子市の情報公開制度では、意思形成過

程の情報は出すことになっているわけです。

弁護士会も含めて「情報を出せ」というべ

きで、そうしないと市民社会は実現できな

いんですよ。決まったことしかわからなか

ったら運動にならない。そういう意味では

政策決定のプロセスの中に市民が参加する

ことの重要性を強調して、意思形成過程の

情報は出すことで相互に信頼感が増すし、

計画や事業の安定性が増すのだという社会

的理解を、きちっとつくっていくべきだと

思っています。

深尾 私も丹羽先生と同じような経験を

しまして、京都NPOセンターは設立以来、

移動困難者の人たちの移動をテーマにして、

移動サービス、移送サービスを非合法の中

で市民が助け合いの中でやってきた。白タ

クという言葉で言われて迫害されてきた。

それを法整備しようと調べたんですが、情

報が何も出てこないんですね。この問題は、

年金法案の審議の中でも与党と野党の間で

出てくる数字が違うところからも明らかな

ように、一定のフィルタリングがかかって

いることによって、政策のリアリティ性、

現実性が全然変わってくるわけです。一方

で市民側の情報の受け取り方のスキルも重

要だなと思っています。メディアリテラシ

ーが言われていますが、市民が情報をいか

に受けとり、その上でのリテラシーを高め

るか、データをわかりやすく加工して市民

に伝える役割は非常に重要だなと実感して

います。

情報の活用に向けて

質問 柏木先生が言われたことを聞いて

「あ、そうか。NPOはそういう活動をしてい

るのか」と思いました。アメリカのように

情報を整備して政策として出していこうと

いうNPOが日本ではあるのでしょうか。

深尾 ありますね。こういう融資データ

だとわかりやすいですが、支援活動をやっ

ている人たちのシンクタンク的な役割、中

間支援の役割を果たしているNPOも、日本

でもたくさんあります。まちづくりの分野

でもまちづくりセンターが担っていたり、

環境政策情報をまとめてNPOに供すること

もされています。ただ日本の場合、中間支

援とか、インターミディアリーのところが

成立する基盤がまだ成熟していない。中間

を支えるところがなかなかなくて、コミュ

ニティ・シンクタンクのようなところも関

西にもありますが、市民がやっているのは

火の車で、未来の種まき、次の時代に役立

つ情報を整理し、提供していくところまで、

なかなか追いついていないのが現状ではな

いかと思います。

質問 情報開示が個人情報が足かせにな

ってできていないこととか、今後の種まき

として中心支援をやらないといけないが、

その基盤となるお金がないと。それを富野

先生が言われたシンクタンクとか、そうい

うノウハウが受け継がれ、どこかに生きて

いくことがあるんでしょうか。それとも

個々にコケて、最後にはできるものですか。

丹羽 意図的にシンクタンクも含めてつ

なぎあわせていく活動が必要だと思います。

私は自分で情報をきちっと整理して、とい

うのはあまりやっていないのですが、NGO

のメンバーでやっているのは、外国人犯罪

増加キャンペーンへの調査がある。犯罪白

書があって外国人の犯罪が増えていると。

ある面で私たちの外国人の人権に関する運
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動にとって逆のキャンペーンが張られてい

て、「このキャンペーンは本当かな？」と思

いまして、これは分析しないといけないと。

それで犯罪白書を10年分くらい分析し直し

て、果たして刑事犯、入管法も一つの特別

法犯ですが、それを全部分析していくわけ

です。警察が統計を発表して、メディアが

それを鵜呑みにしているが、本当なのかと

逆に対峙していくわけです。

NGOが分析したら、違うじゃないですか。

ドイツもやったみたいです。ドイツにネオ

ナチズムが台頭した時、学者が集まって分

析に入ったらしい。差別キャンペーンは犯

罪から始まりますからね。北朝鮮とテロと

犯罪の３つがセットになっていますけどね。

それは客観的にやらないといけない。とこ

ろがそういうことを組織的にやっているわ

けではない。熱心な人が頑張って広げよう

としているという感じでね、もう少しネッ

トワーク的につくらないといけないと思い

ます。

私たちが今、思っているのは、マイノリ

ティの子どもの教育の問題です。一体、学

校にマイノリティの子どもたちがどれくら

いいるか。日本国籍のコリアンは約30万人

いる。日本人と国際結婚した子どもたちが

10組に一人くらい東京にいる。これも日本

国籍ですね。マイノリティ・ダブルの子ど

もです。この子どもたちが、どこに、どう

いるのかをちゃんと知っておかないと政策

の方針が出ない。ところがプライバシーで

「それは情報公開できません」となるわけで

す。その人たちのアイデンティティをどう

保障するかということをやらないといかん

じゃないですか。国連の人種差別撤廃委員

会の勧告だって民族単位のレベルも含めて、

社会的、経済的指標を出しなさいと来てい

るでしょう。日本はそういうことを考えて

いない。外国人登録統計は出しますけどね、

人権政策の統計は出しませんからね。これ

をどうするか、本当に悩みなんです。

下手すると自治体は大変です。情報を開

示したら「差別情報を出してるじゃないか」

と言われる。ここのところ、本当に難しい

問題だと思います。これからそういう社会

になると思います。民族的なアイデンティ

ティ、「民族的少数者の人権施策をきちんと

しなさい」となった時、地域社会に在日の

人とか、日本国籍を持っているが、マイノ

リティの子どもたちはどれだけいるんです

かと、はっきりわからないと、施策が出せ

ないじゃないですか。外国人登録だけじゃ

わからないということです。なかなか難し

い。

柏木 人口統計のことを言われましたが、

アメリカでは国勢調査の時、アジア系、黒

人の団体は「国勢調査に必ず参加しましょ

う」と運動をするわけです。なぜそういう

ことをするか。数が出てくる。数によって

予算の配分が決まってくる。この学校区に

は黒人が何人いる、アジア系は何人いる。

英語がよくわからない人が何人いるという

ことによって、そこに予算がついてくる。

だからそれは一生懸命、数を出しましょう

と運動する。あくまで個人情報ではなく、

統計的な処理の数字ですね。個人情報、Aさ

ん、Bさん、Cさんがここにいますとなると、

確かに問題かもしれせませんが、ここに３

人いますということ自身は問題ないはずだ

ろうと。そういう形で政策をつくっていか

ない限り、政策はつくれないという現状が

あるんだと思います。個人情報の問題と統

計的な処理が可能なデータは区別して、

我々も提示していかないといけないし、社
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会にも理解してもらわないといけない。行

政とか政府にも、そういう観点から情報の

整理、提供を求めていく必要があるのでは

ないかと思っています。

富野 実はそこが難しくて、目的外使用

という問題があるんですよ。データを集め

る時に「こういう目的でしか使いません」

と言わないと個人情報は集められない。ア

メリカはそこをどういうふうにやっている

のかなと。国勢調査でも、あらゆるデータ

を集めるためには設問がロングリストにな

っちゃうわけでしょう。アメリカでは実際

にそういうことをやっているんですか。

柏木 基本的には国勢調査のデータの個

人情報については他の用途に使いませんと

決まっていますね。統計的に処理されて政

策的に使われるためのものです。国勢調査

で記載した情報、例えば個人の住所が国勢

調査局から銀行に提供され、銀行から個人

向けのダイレクトメールが送られてくるこ

ととは当然、違法行為になるわけです。文

書に書いてあるかどうかは知りませんが。

使われる限定がありますね。

富野 日本の場合、データを集める部局

がそれぞれありますね。そこで処理するも

のはいいんですが、それをそれ以外の目的

にために使っちゃいけないことになってい

る。統計データとしては出せますが、生デ

ータは出せない。選挙人名簿、あれは他の

部局には使えません。外国人のデータも他

の部局が加工のために使うことはできない

んですよ。そういう細かい問題がいろいろ

出てくるんですね。

柏木 多少、アメリカはアバウトなのか

もしれませんね。私はアメリカでは永住権

だけで、市民じゃないんですが、裁判制度

の陪審員になれという通知が来た。私は選

挙人登録もしていないわけです。この通知

は自動車の免許からランダムに選んできて

いる。そういう意味では目的外使用になっ

ているかもしれないですけど。裁判所から

通知が来て「出てこい」と言われる。「陪審

員になれ」と言われて「私は市民じゃない」

と言って出せばいいんですが、突然だと

「何かな？」と思うわけですよ。アメリカで

は統計的に処理されたデータは出しても弊

害がないと思っているのではないか。セン

サストラクトにしても40万人の人口がある

ところで60くらいに分かれるわけですから、

小さい単位だと言っても１万人近いデータ

として処理されるなら、個人情報になると

いうふうにはならないと思いますが。

富野 どんなシステムでも問題があるわ

けで、それをどの程度、出すか。日本は個

人情報保護の制度を導入したばかりで、問

題点ばかり気にしますから狭くなってくる。

もう少しはオープンになってくると思いま

すが。

当事者主権とアドボカシーの関係

質問 当事者主権とか当事者主義という

言い方がありますが、当事者団体とアドボ

カシーの関係について。アドボカシーがよ

り効果を発揮するにはネットワークが大事

であるということですが、当事者とアドボ

カシーとの関係について。

丹羽 いろんなケースがありますが、当

事者が、現在抱えている解決すべき課題を

持って相談者として来る。話を聞く。生の

言葉でしょう。法律的にいうと、それをさ

らに法的事実として整理しながら聞いてい

く。感情的なことを含めて言われていく。

私の場合、それを法律的な事実に整理し直

して、その段階で法律にあてはめる。そし
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て、「おっしゃっていることが果たして証明

できますか。証拠は何がありますか」と聞

いていく。これを繰り返し毎日やっている。

NGOもそうなんです。外国人が来られた。

「オーバーステイだが、結婚したい。どうし

たらいいか」「結婚できますよ。しかし結婚

して在留するためには日本の法制度から言

うと在留特別許可がいる。申告して法務大

臣の判断を仰がざるをえない」と言う。そ

こで「あなたは夫婦としての実態がありま

すか。そういう関係をつくられていますか」

とアドバイスをする。まず個別課題の解決

のためには重要なことです。その後で政策

的な判断をしていかないといけない。

そういう中で1996年に703通達が出まし

た。10数年前までは、日本人のお父さんと

オーバーステイのお母さんとの間に子ども

ができた。このケースは今まで全部、強制

送還していた。それはおかしいじゃないか

と。オーバーステイの女性と日本人男性と

の間の結婚を10ケースくらい集団で申請し

たんです、喧嘩腰で。この中から特別在留

許可が出てきた。その中で、たとえその後

離婚しても、日本国籍の子どものために外

国人の親は在留できるという703通達も出て

きた。当事者からの訴え、これをどう解決

するかがまず大前提です。具体的に解決す

る。その積み重ねの中で、政治を変えない

といけない部分が出てきます。それを変え

ていくという形でNGO、NPOが働きをして

いくわけです。

弁護士に紹介しないといけない場合もあ

ります。病気だったら医者を紹介します。

NGO、NPOには専門的なスタッフがいます。

言葉の壁もある。RINKの場合はボランティ

アで15か国の通訳が登録しています。それ

で通訳をする。まずは当事者主体、当事者

の訴えを聞いて、当事者が自立できるよう

にするにはどうするか。その時、我々が何

かできるか。我々ができるものを提供して

いく。そして解決する。

しかしそこには制度的な構造的な問題が

ある場合が多い。それをどう構造的に変え

ていけるかが、次の段階です。これは連動

しています。それから教育問題もある。ビ

ラをつくったり、学習会をやったり、今、

在日外国人の現状はどうかを知ってもらわ

ないといけない。生活者としての広報活動。

この３つを一緒にやったんです。個別に考

えること、政策提言、人権教育・広報活動。

これを切り離さないでやっていく。始めか

らアドボカシーだけではなく、まず個別課

題がある。しかし、個別課題だけでは終わ

らない。それだけでは変わらない。だから

アドボカシーが必要になってくるわけです。

新しい公共性の中で

質問 お話の中で、今、社会の中で直接

民主主義が問われだしたと。それは具体的

にどういうことをイメージすればいいか。

そのこととも関連すると思いますが、公共

性の概念が大きく変わってきたと。市民的

公共性という言葉も最近では語られると思

います。税収を一手に統括する、権力を持

つ国家主体と、全く権力を持たない人がつ

くるNPO・NGO、そして経済権力を持っ

ている企業が、直接民主主義や新しい市民

的公共性をどういう形でつくれるのか、そ

の可能性についてご意見を聞けたらありが

たいなと思います。

司会 大きなテーマですので、最後の締

めくくりとして皆さんから一言ずつお答え

いただければと思います。

深尾 すぐ答えが出る話でもなくて私の
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手に余るテーマではあります。来週も京都

に来ていただければ、今いただいた質問に

対する答えを出したいと思っています。テ

ーマは「統治から共治へのソーシャルデザ

イン」、龍谷大学と共催で、京都で６回目の

フォーラムをさせていただきます。今まで

は、環境問題を考える人たちが集まって環

境問題を考えていたんですが、どうも蛸壺

化する。現代社会はそういう時代じゃない

ということで、今回は社会とか市民社会を

どうつくっていくかを真正面からとらえて

みようとチャレンジをしたいと思っていま

す。面白い方々がこられますので、来週ぜ

ひ来ていただきたい。

一つは社会のあり方そのものを疑ってい

くべきだろうと思っています。政府や行政

は資源配分を行う公式の組織だと位置づけ

て、その中で市民セクターにどういうお金

を流すか。小さな政府という図の中で表現

されるような形で、どう資金配分をしてい

くか。NPOを資金配分する組織と規定して

いくことも、一方では必要ではないかと思

っています。行政という組織体は、市民の、

市民のための組織であるという認識を市民

自身が持つ。今のように自治を行政に任せ

きるのではなく、市民自身が、それを実行

するという意気込みを持つことが必要だと

思います。

原理的には、今、我々が語ったパラダイ

ムの転換だったりしますが、あるべき社会

像は市民の覚悟が相当ないと実現できない

と思っています。その一つの担い手である

NPO・NGOの成長も必要でしょう。悲観

的ではなく、本気でそういう社会をつくり

たいと思っています。そういう社会の時代

になったら、議員になるのも面白いだろう

し、役所の人間になるのも面白い、そんな

時代をつくりたいと思っています。そうい

う中で、個人的にはNGOの活動に全力を注

いで、そういう社会を本気でつくりたいと

思っています。できないよと言われますが、

本気でつくりたいと。そこでNPOやNGO

の活動は市民社会の狼煙の役割を果たすだ

ろうと思っています。「ここに問題があるよ、

こういう問題があるよ」という旗を立てて、

そこに多くの人たちが資源を結集し、社会

を少しずつ変えていく。社会変革というと

大きすぎてピンとこないという人もいます。

確かに社会変革は一種の革命的な要素を含

んでいますから、そんなにすぐに実現でき

ることではない。しかしそのフィールドは

地域だと思っています。地域の、目の前の

人たちの状況がちょっとずつ変わっていく。

そこから大きな穴が空いてくる。

今日の話を通して、なるほどと勉強させ

ていただきました。私自身、市民社会像を

明確にビジョンとして持てているかという

と、まだまだですが、走りながら考えてい

きたい。そういう社会に本気でしていきた

い。全体的にみれば小さいことですが、こ

れからも実験的にやっていきたい。そうし

た試みを日本の社会、アジアの社会、日本

だけではなく、アジアを背景に見ながら考

えていきたいと思っています。

喧嘩しながら協働する

丹羽 1960年代後半から70年代始めにか

けて、私が学生時代は政治の時代でした。

熱き政治を語るという、語りすぎてえらい

ことになりましたけど。1980年代はそれに

リアクションもあって、脱政治。生活者。

あまり政治を語らない。文化は語りますけ

ど。1990年代は阪神・淡路大震災が大きな

契機でしょうね。ボランティアということ
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で自発性が出てきました。自律、自発性。

21世紀に入って地方の政治、地方の自立、

地方の時代の流れの中でアドボカシーとい

う言葉を使いますが、政策を含めて我々市

民一人ひとりが主人公なんだという、そう

いう社会を我々自身でつくっていこうと。

ある面では違ったかたちで政治的な動きが

新しく出てきたと思います。

ところが国家は社会福祉国家をめざして

きたけれども、サッチャー、レーガン以降、

どんどん小さい政府だと言って、税金だけ

とられて社会福祉にお金が行かない。その

代わり「ボランティア、頑張れよ。少しは

お金をやるから頑張れよ」と。こういうこ

との発想だって、ないわけじゃないわけで

す。「そうはさせないぞ。最低限、生命、身

体、人権を守ることに行政はちゃんとやれ。

税金をとっているじゃないか」、こう喧嘩し

ながらやっていく。同時に細かいことは

我々にもできるわけです。行政は公平性が

担保されなければいけませんが、我々は多

様性がありますから小回りがききます。創

造性もあります。喧嘩しながら協働するこ

とが、今、問われているかなと思います。

グレーラインの間で

柏木 NPOは大きく分けて、当事者性の

あるNPOと、非当事者によるNPOがある

と思うんです。当事者によるNPOは高齢者

が高齢者のための組織と、障害者が障害者

のための組織とか、黒人が黒人のための組

織とか。組織のシステムでいえば、定款の

なかに「理事の半分以上を当事者にする」

という規定がある場合もあります。CIL

（Center for Inter living）という障害者の団

体には、これが入っています。それはなぜ

かと言うと、当事者か持っている問題を出

していくことに意味をおいている組織だか

ら、非当事者がやるやり方と違うものがあ

る。そういう前提で組まれていることを指

摘しておきたいと思います。

最後の質問ですが、私が思うには政府、

企業、民間、非営利セクターはきれいに分

けられる構造ではなく、その中でグレーラ

イン、はっきりしない領域がたくさんある

と思います。公共的サービスの領域で言え

ば、政府のやること、NPOがやることを、

どこで境界線を引くかということになると、

はっきりしない。行政と企業とNPOはどう

違うのか。高齢者介護をやっているNPOと、

民間企業のコムスンがやっている事業とは

どう違うか。同じじゃないか。わからない

ところがある。ただ全体的に言うと、行政

は最大多数の最大幸福を追求して均一的に

なる。NPOはより多様、個別な形になると

ころが一つの特徴だろうと思います。細か

いところに手が届くようなものとか、少数

者の問題とか、問題としてはっきり自覚さ

れないイシューとかにはNPOは先駆性があ

ると思います。企業に関して言えば、これ

を100円で買う人は求めるしかない。NPO

はこれを50円で売りますと。その代わり残

りの50円を誰かから持ってきてもらうのが

NPOの役割であって、そのパブリックサポ

ートを得ていく。これがほしい人はなぜほ

しいのか。お金持ちに売るのではなくて、

水が飲めなくて困っている人に水を売るの

だということを説明する作業がNPOにはい

る。そこでは企業的なサービスの仕方と

NPO的なサービスの仕方は決定的に違うと

いうことがあると思います。

企業、行政、NPOは似たようなところが

あります。NPOもその実践をしていく中で、

政策に変わっていったり、社会のシステム
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が変わっていったりして、企業の幹部に入

っていくとか、行政の幹部に入っていくと

か、NPOでも結構あります。日本でもそう

いうのが出てきてはいますよね。そうした

人の動きも含めて、これからもっと流動的

な社会になってくる。その時に基本的とし

ては企業とNPO、NPOと行政とかある程度、

先程のようなレベルで違いがあるのではな

いかと思っております。

３つの直接民主主義

富野 今、提起された問題は１年間かけ

て講義で説明するような課題ですが、ごく

簡単にまとめてみます。一つは公共性はガ

バメンタル「政府の」と意識されてきまし

た。しかし、これは200年間くらいの歴史し

かないわけで、もともとパブリック、公共

性というのはピープルのという意味ですね。

個人ではなく、人々全体にかかわることの

空間とか行動についてパブリックと言って

きた。市民革命で有産階級が選挙によって

議会をつくり、支配するという形態の中で、

その当時はブルジョワジーは有産階級です

から、自分たちで問題を解決できたわけで

す。今の我々の市民社会という、市民が自

己決定し、社会のために行動できる市民像

はヨーロッパのブルジョワジーのイメージ

なんです。その当時はパブリックはまさに

「ブルジョワジーの」という意味だった。と

ころが普通選挙になってどんどん政治空間

が拡散してくると、ブルジョワジーだけで

は全部責任とれませんから、福祉型社会に

なる過程で政府が人々のために税金をとっ

て公共活動をやっていく形になる。パブリ

ック、公共は政府がやるという意味は200年

の歴史もないんです。今、まさにその形が

崩れようとしているという理解なんです。

人々にかかわることを考え、行動し、活

動し、解決するのはパブリックですが、こ

れからは、そこにセクター間の関係が出て

くるはずです。企業とか資本が構成するプ

ライベートセクターと、権力としてのガバ

メントセクター、さらに今まで政府にコン

トロールされていた個々の地域や人々が、

ソーシャルセクター、社会的なセクターと

という形で形成されてくるのだろう。今の

社会を見ると大きな方向としてはプライベ

ートセクター、ガバメントセクター、ソー

シャルセクターの３つの構造の中で動いて

いくという形になるということです。そこ

で公共性はどういうふうにその中で担保さ

れるか。課題解決されていくかというとこ

ろが、今、問題になっている。大きく言う

とそういうことだと思います。

直接民主主義との関係で言えば、今まで

ガバメントが持っていた権力や役割が、各

セクターに拡散して、主にソーシャルセク

ターに拡散していくわけですから、政治的

直接民主主義と、政府に対する参加という

意味での行政的直接民主主義にくわえて、

社会自体が自分たちで問題解決していく、

ソーシャルセクターが、人々のパートナー

シップや協働によって問題解決し、社会を

動かしていくという意味での社会的直接民

主主義が機能するようになる。主にソーシ

ャルセクターが責任を持って自分たちでや

っていくことだと、こういう関係だと思い

ます。

そこにおいてはグレーゾーンが出てくる

わけです。グレーゾーンはアメリカのNPO

を見てるとよくわかるんですが、アメリカ

のNPOは競争型なんです。よりよいサービ

スを競うわけです。しかもそれはNPO同士

で競うだけではなく、ガバンメトとも競う
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し、企業とも競うわけです。その中で生き

残ったサービスがNPOの活動の分野になっ

ているわけです。

日本ではこれまで社会的事業となると競

争なしでした。社会福祉協議会などもそう

です。多分これからの社会はセクター間が

競争して、もっといいサービスをベストバ

リューの形で人々に提供するところで、最

終的に形が見えてくるということでしょう。

誰かが定義したから決まるのではなく、競

争とか協調とかいろんな関係の中で、緩い

形で決まってくるという、そういうセクタ

ー間の関係になってくるのではないかと思

っています。介護保険制度は本当はその試

金石なんだと思います。

司会 大きなテーマの中でアドボカシー

を考えることになりました。

今日、議論がありましたように、当事者

の中から当事者を代弁する立場からNGOが

現場を持っているからこそ、持っているデ

ータを洗練された形で、社会や政治に納得

される形で提出していくというアドボカシ

ーを、私たちがあらゆる角度で感じ続けて

いかなければいけないと思っています。調

査研究活動の中で、またネットワークをつ

ないでいく中で、NGOがアドボカシーをど

う考えていくかということは、今後とも皆

様の意識のどこかに止めおいていただけれ

ばと思います。それでは本日のシンポジウ

ム、ここで締めさせていただきます。

［2005年５月14日］
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